
2024年版 日本企業における
経理シェアードサービスセンター動向調査 

日本企業における経理シェアードサービスセンター動向調査について 
本調査は日系企業の経理部門におけるシェアードサービスの実態・トレンドの把握を目的に、
シェアードサービスに取り組んでいる企業を対象として2022年より新しく開始された調査である

調査概要
第2回目となる2024年の調査では、  「組織・業務スコープ」、「価値・実現アプローチ」、「デジタル活用」、
「今後の方向性」 等のカテゴリー毎に質問項目を設定し、約30社の企業から回答を得た

調査回答企業の概要
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結果概要（抄訳版）



図表1：SSC保有の目的

組織・業務スコープ（1/3）
• SSCの保有については約80％の回答企業で「コスト削減」を主たる目的としており、従来と同様に低コスト
が重要視されている

• コスト削減・品質確保を目的としている一方で、コストの増加や品質への懸念を課題ととらえている回答
企業が多い結果となった

2

図表2：SSC保有の懸念点
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図表3：現在の出社・リモート割合

組織・業務スコープ（2/3）
• 2022年の調査時にはCovid-19の影響を受けて約85%の企業がSSC組織においてリモート／ハイブリッドのモ
デルを採用していたが、現在ではCovid-19の収束とともに出社を選択するケースが増えており、リモート／ハ
イブリッドのモデルを採用している企業は約70%にとどまる結果となった

• SSC組織において今後も引き続きリモート／ハイブリッドのモデルを採用したいと考えている企業は2022年
調査時に引き続き約80%という結果となり、多様性を重視した働き方がベーシックとなりつつある
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図表4：今後の出社・リモート割合
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組織・業務スコープ（3/3）
• グローバルのトレンド同様、債権・債務管理や決算といったオペレーション業務がSSC化の中心となっている
•一方で予算や原価管理等の事業サイドと関連性が高い業務は各社・本社に残る傾向にある
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図表5：日本企業における経理SSC対象業務範囲
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価値とその実現アプローチ (1/2)
• 「業務標準化」は回答企業の80%弱がSSC設立・導入検討時に重視した取組みとして挙げている
• SSC設立・導入検討時において約70%の回答企業が業務標準化を課題と感じていた
•次いで事業サイド・子会社との折衝、経営層との合意と続いており、多くの回答企業において、SSCという
取り組みの性質上、取り巻くステークホルダーとのコミュニケーションが課題となっていることが明らかになった
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図表7：設立・導入検討時においての課題

図表6：設立・導入検討時において重視した対応・取組
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価値とその実現アプローチ (2/2)
•回答企業の50%がSSC移行後に業務標準化を実施しており、指揮命令の統合を行った後に業務標準化
を進めるアプローチへの優位性が重視されていると推察される

•回答企業の多くがSSCの設立によって「業務効率化」「コンプライアンス遵守」 「業務品質向上」に対してよ
い影響を与えたと感じている
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図表9：SSC設立による各影響

図表8：業務プロセス・システムの移行
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今後の方向性
•昨今のトレンドであるDX推進及びBPRが今後3-5年で最も強化したい領域として挙げられており、

DX推進と合わせて業務改革・業務改善を通した生産性の向上を目指す回答企業が多い傾向にある
• また、SLA・KPIの設定においても高い需要があり、DXやBPRに注力したのちに各種管理を実行していきたい
という意向が読み取れる
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図表10：今後強化を目指すSSC機能
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